
 

沖縄振興の政策ツール別検証に係る書面調査（税制関連） 設問一覧 

 

政策ツール 区域等指定 計画作成等 周 知 施設整備 適 用 事後評価 その他 調査対象 

 
 
 

特
区
制
度 

経済金融活性化特区制度 ○国(内閣総理大臣)が県の申請

に基づき優遇税制の適用対象

区域を指定する仕組み 

 

○県による活性化計画の作成・

変更に国(内閣総理大臣)が

事前に関与する仕組み 

○事業者向けパンフレッ

ト等の作成 

○事業者向けパンフレッ

ト等の頒布状況 

○事業者の誘致に向けた

取組 

○区域内の企業立地を促進

するために整備した公共

施設の規模・財源 

○県による事業者の認定に国

が関与しない仕組み 

○事業者からの相談件数 

○県が求めに応じて活性化

計画の実施状況を国(内

閣総理大臣)に報告する

仕組み 

○その他の課題・

意見等 

県 

名護市 

国際物流特区制度 ○県による優遇税制の適用対象

区域の指定に国が関与しない

仕組み 

 

○県による集積計画の作成・変

更に国(主務大臣)が事後に

関与する仕組み 

○事業者向けパンフレッ

ト等の作成 

○事業者向けパンフレッ

ト等の頒布状況 

○事業者の誘致に向けた

取組 

○区域内の企業立地を促進

するために整備した公共

施設の規模・財源 

○国(主務大臣)による事業者

の認定(事業の区域内実施の

適当性)に県が関与しない仕

組み 

○県による事業者の認定(本店

等の区域内設置、従業員数

等)に国が関与しない仕組み 

○事業者からの相談件数 

○県が集積計画の実施状況

を国(主務大臣)に報告す

る仕組み 

○その他の課題・

意見等 

 

県 

区域内市町村 

（７市） 

 

情報通信特区制度 

情報通信産業振興地域制度 

○県による優遇税制の適用対象

区域の指定に国が関与しない

仕組み 

 

○県による振興計画の作成・変

更に国(主務大臣)が事後に

関与する仕組み 

○事業者向けパンフレッ

ト等の作成 

○事業者向けパンフレッ

ト等の頒布状況 

○事業者の誘致に向けた

取組 

○区域内の情報通信産業又

は情報通信技術利用事業

を振興するために整備し

た公共施設の規模・財源 

○県による事業者の認定に国

が関与しない仕組み 

○事業者からの相談件数 

○県が振興計画の実施状況

を国(主務大臣)に報告す

る仕組み 

○その他の課題・

意見等 

県 

区域内市町村 

(24市町村) 

地
域
制
度 

観光地形成促進地域制度 ○県による優遇税制の適用対象

区域の指定に国が関与しない

仕組み 

○県による優遇税制の適用対象

となる販売施設の指定に国が

関与しない仕組み 

○県による促進計画の作成・変

更に国(主務大臣)が事後に

関与する仕組み 

○事業者向けパンフレッ

ト等の作成 

○事業者向けパンフレッ

ト等の頒布状況 

○事業者の誘致に向けた

取組 

○区域内の観光振興を促進

するために整備した公共

施設の規模・財源 

○国及び県による認定を要し

ない仕組み 

○事業者からの相談件数 

○県が促進計画の実施状況

を国(主務大臣)に報告す

る仕組み 

○その他の課題・

意見等 

県 

全市町村 

産業イノベーション地域制度 ○県による優遇税制の適用対象

区域の指定に国が関与しない

仕組み 

○県による促進計画の作成・変

更に国(主務大臣)が事後に

関与する仕組み 

○事業者向けパンフレッ

ト等の作成 

○事業者向けパンフレッ

ト等の頒布状況 

○事業者の誘致に向けた

取組 

○区域内の製造業等又は産

業高度化・事業革新促進

事業を振興するために整

備した公共施設の規模・

財源 

○県による事業者の計画の認

定に国が関与しない仕組み 

○事業者からの相談件数 

○県が促進計画の実施状況

を国(主務大臣)に報告す

る仕組み 

○その他の課題・

意見等 

県 

全市町村 

 

資料２－４ 


